
 

平成１６年２月期   中間決算短信（非連結）      平成 15年９月 26日 

上場会社名 株式会社 スギ薬局               上場取引所 東証・名証 
コード番号 7649                      本社所在都道府県  愛知県 
（ＵＲＬ http://www.drug-sugi.co.jp/） 

代  表  者 役職名 代表取締役社長   氏名 杉浦 広一 
問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長  氏名 増田 泰朗         ＴＥＬ （0566） 73 － 6300 
決算取締役会開催日 平成 15年 ９月 26日           中間配当制度の有無 ○有・無 

中間配当支払開始日 平成 15年 10 月 29日                    単元株制度採用の有無 ○有（１単元 100 株）・無 

 
1. １５年８月中間期の業績（平成 15年３月１日～平成 15年８月 31日） 

(1)経営成績                                       （百万円未満切捨） 
 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 
１５年８月中間期 42,074 （32.0） 2,592 （26.3） 2,924 （28.4） 
１４年８月中間期   31,880      2,052      2,277      
１５年２月期 66,149      4,233      4,746      
    
 中間（当期）純利益 １株当たり中間 

（当期）純利益 
潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり中間(当期)純利益 

 百万円  ％ 円  銭 円  銭 
１５年８月中間期 1,616 （28.0） 123  70   －      
１４年８月中間期 1,262      96  62   －      
１５年２月期 2,661      203  63   －      
（注）①持分法投資損益 15 年８月中間期  －百万円  14 年８月中間期 －百万円   15 年２月期 －百万円 

②期中平均株式数 15 年８月中間期 13,071,954株 14 年８月中間期 13,072,000 株 15 年２月期 13,071,978 株 

③会計処理の方法の変更    有・○無 

   ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

  
１５年８月中間期 
１４年８月中間期 

円  銭  
10  00   
10  00   

円  銭  
                 
                 

１５年２月期          20  00   

 

 
(3)財政状態 
 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円      ％ 円  銭 
１５年８月中間期 36,269 18,277 50.4 1,398  21  
１４年８月中間期 28,767 15,511 53.9 1,186  66  
１５年２月期 30,745 16,786 54.6 1,284  15  
（注）①期末発行済株式数 15年８月中間期 13,071,954株 14年８月中間期 13,072,000株 15年２月期 13,071,954株 
      ②期末自己株式数  15年８月中間期    46株 14年８月中間期     －株 15年２月期    46株 
 
(4)キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー 
財 務 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物

期 末 残 高 
 百万円 百万円 百万円 百万円 
１５年８月中間期 3,100 △1,744 △130 10,993 
１４年８月中間期 3,042   199 △130 11,153 
１５年２月期 3,233 △1,246 △261  9,767 

 
2. １６年２月期の業績予想（平成 15年３月１日～平成 16年２月 29日） 

1株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

期  末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 
通 期 85,000 5,800 3,200 10 00  20 00  

（参考）1株当たり予想当期純利益(通期)   244円 80銭 
ø上記の予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成しております。実際の業績は、今後様々な要
因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。主な要因は本資料９ページに記載しております。 
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経 営 方 針 

 
１. 経営の基本方針 

当社の経営理念は、『医薬品･健康食品･化粧品･日用品の販売及び処方箋調剤をとおして、

地域社会に貢献できる会社作りを目指します。』『社員の幸せを願い、社員とともに成長す

る会社作りを目指します。』であり、その実現をとおして、企業価値の向上を図ることを経

営の基本方針としております。 

今や全国の医薬分業率は 50％を超え、また、医療制度改革による医療費の個人負担の増

加に伴い、軽症の病気・けが等は市販薬で治すといった「セルフメディケーション（自己

治療）」が更に浸透していくものと考えられます。 

このような医療環境のもと、カウンセリング機能を備え、信頼のおける「かかりつけ薬局」

のニーズが今後ますます高まるものと予想されております。当社は、このようなニーズに

応えるため､「調剤併設型ドラッグストア」を展開してまいりました。 

今後につきましても、この事業コンセプトを貫き、積極的に事業規模を拡大することによ

り、地域医療の担い手として社会に貢献していくとともに企業価値の向上に努めてまいり

ます。 

 

２. 利益配分に関する基本方針 

当社は、株主への利益還元の充実と安定した配当を継続していくことを基本方針とし、あ

わせて今後の事業展開に備えるために内部留保の充実による財務体質の強化などを総合的

に勘案して利益配分を決定しております。 

当期は、中間配当金 1 株当たり 10円を実施し、通期で 20 円の普通配当を予定しており

ます。 

なお、内部留保金につきましては、店舗の新設や増床を中心とした設備投資に充当する予

定です。 

 

３. 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、1単元が 100株ですが、当中間期末における東京証券取引所の終値ならびに中間

期中平均株価で計算した 1投資単位がいずれも 50万円を超えており、東京および名古屋証

券取引所が上場企業に要請している投資単位の引下げを真摯に受け止めております。投資

単位につきましては、株価、株主数、財務状況などを総合的に勘案して、検討してまいり

たいと考えております。 

なお、具体的な施策および時期などにつきましては未定です。 

 

４. 目標とする経営指標 

当社は、売上高成長率 20％以上と ROI（総資本経常利益率）10％以上を当面の主たる経

営指標としております。当中間期は、売上高成長率が 32.0％、ROIが 17.5%（年率換算）

となりました。 
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５. 中期的な経営戦略 

平成 15 年 2 月期に開始された中期経営計画の概要と当中間期における達成状況は以下の

とおりです。 

 
ａ.中期出店戦略 

当社は、平成16年2月期には中京地区と関西地区に55店舗の出店を計画しております。

また、平成 17 年 2 月期は同地区に 70店舗の出店を計画しております。 

当中間期は同地区に28 店舗を出店し、1店舗を退店いたしました。 

 
 平成 15 年 2月期 平成 16 年 2月期 平成 17 年 2月期 

 中間期 通期 中間期 通期 通期 

 実績 実績 実績 (計画) (計画) 

出店店舗数 13 40 28 （55） （70） 

期末店舗数 150 175 202 （230） （300） 

 

ｂ.中期人材教育方針 

当社は、地域に密着した「かかりつけ薬局」を目指しております。地域のお客様の信頼

を勝ち得るには、職種・役職に応じた能力開発と人材教育が重要であると考えておりま

す。 

当中間期においては、店長や次長を対象としたマネジメント教育、および薬剤師やビュ

ーティアドバイザーを対象とした専門教育を引き続き実施しました。また、有能なパー

ト社員の店舗管理職への登用を狙って平成 15年 2月期に開始した「パートリーダー研修」

を継続実施し、新たに一般パート社員の知識教育（集合研修）を開始いたしました。 

 

６. 対処すべき課題 
a．薬剤師の確保 

全店保険薬局を目指す当社では、適切なカウンセリングおよび正確な調剤ができる有能

な薬剤師の確保が重要な課題であります。当中間期における薬学部の新卒者採用はほぼ

予定通りの実績となりました。また、中途採用に関しましても継続してまいります。 

 
b．調剤過誤の防止 

医療の一翼を担う調剤業務におきましては、調剤過誤はあってはなりません。一貫した

教育方針による薬剤師のスキルアップとともに、調剤業務の流れの中に導入した複数監

査システムの定着を図り、また、社内体制の整備を進めてまいりました。今後とも薬剤

師の研修の充実とともに定期的な調剤手順の見直しなどを通して社内体制の整備を続け

てまいります。 

 

c．顧客のストア・ロイヤリティーの向上 

ドラッグストアの激戦地区である中京地区で他社との差別化を図るための方策のひと

つが顧客のストア・ロイヤリティーを高めることと考えております。平成 12年 9月に導
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入いたしましたポイントカードのコンピュータ管理により、購買履歴を含めた顧客デー

タが蓄積されております。平成 15 年 5 月に成立しました個人情報保護法を遵守しつつ、

今後とも顧客データを活用し効率的な販売促進を進めてまいります。 

 
d．情報化投資 

ローコストオペレーションと意志決定の迅速化の実現および当社の拡大戦略をサポー

トするためには業務改革と情報化投資が重要と認識しております。当中間期は社内ＬＡ

Ｎの敷設により本社・店舗間の業務連絡の迅速化と情報共有を図りました。また、eラー

ニングの導入を平成 16年 2月期末までに実施する予定です。その他、顧客管理・勤怠管

理・発注業務支援などの情報システムの更新や導入を順次計画しております。 

 

７. コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社は、地域医療の担い手として、「調剤併設型ドラッグストア」を展開する事業コンセ

プトにより企業価値の更なる向上を図ることを経営の基本方針としております。そのため

には、経営環境の変化にスピーディーに対応できる経営組織の構築と情報開示の充実によ

る透明性の高い経営を実現することが重要であり、すなわちコーポレート・ガバナンスを

強化することであると考えております。 

 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

① 会社の経営上の意思決定、執行および監督にかかる経営管理組織その他のコーポレー

ト・ガバナンス体制の状況 

当社の取締役会は、取締役 8 名（内、社外取締役 1 名）および監査役 3 名（内、社外監

査役 2 名）で構成されております。常勤役員による「業務役員会」が業務執行における意

思決定を行い、毎月開催される定例取締役会に報告しております。 

 

② 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他

の利害関係の概要 

社外取締役は当社の第 4位大株主であるイオン株式会社の取締役代表執行役社長であり、

当社は同社が運営するショッピング・センターへ出店しており、賃借等の営業取引があり

ます。なお、社外監査役 2名は当社と利害関係はありません。 

 

③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近一年間における実施状況 

平成 15年 5月 19 日開催の定時株主総会において経営責任を明確にするために取締役の

任期を 1年とする定款変更を決議しました。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 
Ⅰ 経営成績 
１. 当中間期の概況 

 

 売上高 営業利益 経常利益 中間純利益 １株当たり 
中間純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 
平成 15年 8月中間期 42,074 2,592 2,924 1,616 123.70 
平成 14年 8月中間期 31,880 2,052 2,277 1,262 96.62 
伸長率 +32.0% +26.3% +28.4% +28.0% +28.0% 

 

（1）業績全般の概況 

当中間期におけるわが国の経済は、株式市場の回復に見られるように、春先の景気後退懸

念に比べると全国的には持ち直しに向けた動きがありました。しかしながら、大手ＧＭＳ

の業績の下方修正に見られるように冷夏の影響や実質家計消費の減少が小売業を直撃し、

当社の主要な営業地域である中京地区におきましても、小売業にとっては大変厳しい状況

が続きました。 

このような状況の中、店舗数の拡大を図り、愛知県に 12店舗（内、名古屋市内に 5店舗）、

岐阜県に 9店舗、三重県に 2店舗、滋賀県に 3店舗および京都府に 2店舗の計 28店舗を出

店し、1店舗を退店いたしました。 

 

 売上高は、42,074百万円（前年同期比 32.0％増、10,193百万円増）となりました。これ

は、既存店の売上が前年同期比 10.4%増と好調に推移したことと 28店舗を新規出店したこ

とによるものです。また、商品群別ではヘルス・アンド・ビューティ部門（調剤、ヘルス

ケア、ビューティケア）の売上の構成比が 62.7%と前年同期より 0.3%高まっております。

特に調剤は、平成 14 年秋から 15 年初頭にかけて開始された地域基幹病院の分業で、ドミ

ナントエリア内の複数店舗で処方箋を応需する当社のスタイルが地域の皆様に支持された

ことなどを主な要因として前年同期比 71.0％増と大きく売上を伸ばしております。 

なお、商品群別売上高の内訳は次のとおりです。 

（単位：百万円） 

 平成 15年 8月中間期 平成 14年 8月中間期 伸長率 

 金  額 構成比 金 額 構成比  

調 剤 2,423 5.8% 1,416 4.4％ +71.0% 

ヘ ル ス ケ ア 13,147 31.2% 10,162 31.9％ +29.4% 

ビューティケア 10,808 25.7% 8,319 26.1％ +29.9% 

ホ ー ム ケ ア 9,106 21.6% 7,003 22.0％ +30.0% 

ベ ビ ー ケ ア 2,825 6.7% 2,200 6.9％ +28.4% 

そ の 他 3,764 8.9% 2,778 8.7％ +35.5% 

合 計 42,074 100.0% 31,880 100.0％ +32.0% 



－ 6 － 

(月次売上高の動向) 

当中間期における月次売上高（営業速報ベース）の対前年同月比の増減率は以下のと

おりです。既存店（開店後 13 ヶ月を経過した店舗）の売上高は、前中間期の+5.8％か

ら当中間期は+10.4％へと伸び率が拡大しております。 

   （単位：％） 

 平成 15年 
 3月 4月 5月 6月 7月 8月 

15年 8月 
中間期 

14年 8月 
中間期 

全店 +38.8 +28.7 +27.3 +31.5 +26.8 +39.5 +32.0 +24.3 

既存店 +16.3 +9.1 +7.8 +10.5 +5.1 +15.4 +10.4 +5.8 

 

営業利益は、2,592 百万円（前年同期比 26.3%増、539 百万円増）となり、売上高に

対する比率は前年同期より 0.2％低下し 6.2%となりました。 

売上高が増加したこと、および売上総利益率が 28.0％と前年同期より 0.1％改善した

こと（特にビューティケアおよびその他の商品群で改善）により売上総利益額が伸びま

した。また、仕入先の積極的な見直しにより景品費が売上高比率 0.5％と大幅に改善し、

販売費及び一般管理費は売上高比率で 21.8％となりました。 

 

経常利益は 2,924百万円（前年同期比 28.4%増、646百万円増）となり、売上高に対

する比率は前年同期より 0.1％低下し 7.0%となりました。 

 

中間純利益は 1,616 百万円（前年同期比 28.0%増、353 百万円増）となり、売上高

に対する比率は前年同期より 0.2％低下し 3.8%となりました。 
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2.当期の見通し 

 

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 円 
平成 16年 2月期     

前回発表予想（Ａ） 81,000 5,500 3,000 229.50 

今回修正予想（Ｂ） 85,000 5,800 3,200 244.80 

増減額（Ｂ－Ａ） +4,000 +300 +200 +15.30 

増減率（％） +4.9% +5.5% +6.7% +6.7% 

平成 15年 2月期 66,149 4,746 2,661 203.63 

伸長率 +28.5% +22.2% +20.3% +20.2% 

なお、前回発表予想（Ａ）は平成 15年 4月 3日に公表しております。 

 

 

（1）当期の業績全般の見通し 

平成 16年 2月期通期の見通しにつきましては、個人消費の回復には期待が出来ず、さら

に米国をはじめ世界経済全般の先行き不透明感などから小売業にとっては依然として厳し

い状況が続くものと予想されます。また、ドラッグストア業界におきましても出店競争、

価格競争の激化等一段と厳しい状況になるものと思われます。 

このような厳しい状況の中、中間期の実績を踏まえ下期の見通しを検討した結果、業績の

見通しを上方修正し、平成 16年 2月期は、55店舗を新規出店し、売上高 85,000百万円、

経常利益 5,800百万円の達成を目指します。 
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Ⅱ 財政状態 
1． 当中間期の概況 

（財政の状況） 

（百万円） 

 平成 15年 8月末 
現在 

平成 14年 8月末 
現在 

（ご参考） 
平成 15年 2月末現在 

総資産 36,269 28,767 30,745 
株主資本 18,277 15,511 16,786 
株主資本比率 50.4% 53.9% 54.6% 
1株当たり株主資本（円） 1,398.21 1,186.66 1,284.15 

 

（キャッシュ・フローの状況） 
   （百万円） 
 平成 15年 8月

中間期 
平成 14年 8月
中間期 

増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,100 3,042 58 
投資活動によるキャッシュ・フロー △1,744 199 △1,944 
財務活動によるキャッシュ・フロー △130 △130 0 
現金及び現金同等物の増減額 1,225 3,111 △1,886 
現金及び現金同等物の中間期末残高 10,993 11,153 △160 

 

当中間期末における財政状況は次のとおりです。 

総資産は、平成 15年 2月末より 5,524百万円増加して 36,269百万円となりました。

たな卸資産が 1,890百万円、有形固定資産が 1,258百万円、現金及び預金が 1,212百万

円、それぞれ平成 15年 2月末より増加しております。 

 

株主資本は、平成15年2月末より1,490百万円増加して18,277百万円となりました。 

 

当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の状況とそれらの要因

は次のとおりです。 

 営業活動の結果得られた資金は 3,100百万円（前年同期比 1.9％増、58百万円増）と

なりました。これは、税引前中間純利益が 2,895百万円（同 644百万円増）計上された

ことや法人税等の支払額が 1,234百万円（同 160百万円増）あったことなどによるもの

です。 

 

投資活動の結果支出した資金は 1,744百万円（前年同期は 199百万円の収入）となり

ました。これは、新規出店 28 店舗により有形固定資産及び無形固定資産の取得や差入

保証金による支出が 1,689百万円（同 813百万円増）あったことや定期預金・定期積金

の払い戻し収入 177百万円（同 1,194百万円減）などによるものです。 

 

財務活動の結果使用した資金は 130 百万円（前年同期と同額）となりました。当中間
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期も前中間期と同額の配当金の支払を実施しております。 

 

以上の結果、当中間期における資金の増加額は 1,225百万円（前年同期比 1,886百万円

減）で、当中間期末における資金の残高は 10,993百万円となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意事項） 

業績の見通しにつきましては、当社が現時点で合理的と判断する一定の前提に基づいて

おり、実際の業績は見通しと大きく異なることがあります。 

その要因のうち、主なものは以下のとおりです。 

 

• 当社営業地域の経済状況の急激な変動 

• 薬事法・大規模店舗立地法等の各種規制の大幅な変更 

• 薬剤師有資格者の労働市場における需給関係の急激な変動 など 
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【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成14年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成15年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成15年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  11,756,809   11,313,243   10,100,402   

２．売掛金  549,689   885,355   719,156   

３．たな卸資産  7,385,202   10,984,676   9,094,393   

４．繰延税金資産  346,904   503,955   362,726   

５．その他  889,577   1,535,484   991,026   

流動資産合計   20,928,183 72.7  25,222,715 69.5  21,267,704 69.2 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物  3,630,078   5,512,443   4,459,246   

２．土地  460,265   460,265   460,265   

３．その他  994,277   1,346,431   1,141,320   

有形固定資産合計   5,084,621 17.7  7,319,141 20.2  6,060,832 19.7 

(2）無形固定資産   425,661 1.5  418,723 1.2  398,780 1.3 

(3）投資その他の資産           

１．差入保証金  1,528,759   2,432,370   2,146,450   

２．その他  800,530   876,452   871,614   

投資その他の資産
合計 

  2,329,289 8.1  3,308,822 9.1  3,018,065 9.8 

固定資産合計   7,839,572 27.3  11,046,687 30.5  9,477,678 30.8 

資産合計   28,767,755 100.0  36,269,402 100.0  30,745,382 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  8,668,415   12,121,217   8,832,164   

２．未払金  1,006,862   1,712,300   1,201,084   

３．未払費用  1,460,629   1,473,729   1,479,938   

４．未払法人税等  1,036,736   1,428,611   1,222,853   

５．賞与引当金  214,385   296,308   239,137   

６．その他 ※２ 191,579   208,349   266,111   

流動負債合計   12,578,607 43.7  17,240,516 47.5  13,241,289 43.1 
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前中間会計期間末 
（平成14年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成15年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成15年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金  196,296   254,833   222,204   

２．役員退職慰労引当
金 

 445,276   462,664   460,799   

３．その他  35,589   34,042   34,735   

固定負債合計   677,161 2.4  751,540 2.1  717,738 2.3 

負債合計   13,255,769 46.1  17,992,057 49.6  13,959,028 45.4 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   3,588,338 12.5  －   3,588,338 11.7 

Ⅱ 資本準備金   5,838,338 20.3  －   5,838,338 19.0 

Ⅲ 利益準備金   90,500 0.3  －   90,500 0.3 

Ⅳ その他の剰余金           

１．任意積立金  4,346,310   －   4,346,310   

２．中間(当期)未処分
利益 

 1,654,006   －   2,922,184   

その他の剰余金合計   6,000,317 20.9  －   7,268,495 23.6 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

  △5,507 △0.0  －   923 0.0 

Ⅵ 自己株式   － －  －   △240 △0.0 

資本合計   15,511,986 53.9  －   16,786,354 54.6 

           

Ⅰ 資本金   － －  3,588,338 9.9  － － 

Ⅱ 資本剰余金           

  資本準備金  －   5,838,338   －   

資本剰余金合計   － －  5,838,338 16.1  － － 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  －   90,500   －   

２．任意積立金  －   6,745,048   －   

３．中間（当期）未処
分利益 

 －   2,009,669   －   

利益剰余金合計   － －  8,845,218 24.1  － － 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  － －  5,691 0.0  － － 

Ⅴ 自己株式   － －  △240 △0.0  － － 

資本合計   － －  18,277,345 50.4  － － 

負債・資本合計   28,767,755 100.0  36,269,402 100.0  30,745,382 100.0 
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   31,880,551 100.0  42,074,268 100.0  66,149,681 100.0 

Ⅱ 売上原価   23,001,763 72.1  30,314,509 72.0  47,431,985 71.7 

売上総利益   8,878,788 27.9  11,759,758 28.0  18,717,695 28.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  6,825,954 21.5  9,167,581 21.8  14,483,853 21.9 

営業利益   2,052,834 6.4  2,592,176 6.2  4,233,842 6.4 

Ⅳ 営業外収益 ※１  233,211 0.7  343,250 0.8  523,159 0.8 

Ⅴ 営業外費用 ※２  8,260 0.0  11,030 0.0  10,306 0.0 

経常利益   2,277,785 7.1  2,924,397 7.0  4,746,694 7.2 

Ⅵ 特別利益   － －  － －  － － 

Ⅶ 特別損失 ※３  26,138 0.0  28,694 0.1  52,136 0.1 

税引前中間(当期)
純利益 

  2,251,647 7.1  2,895,702 6.9  4,694,557 7.1 

法人税、住民税及
び事業税 

 1,044,000   1,440,000   2,127,000   

法人税等調整額  △55,318 988,681 3.1 △161,239 1,278,760 3.0 △94,306 2,032,693 3.1 

中間(当期)純利益   1,262,965 4.0  1,616,942 3.8  2,661,864 4.0 

前期繰越利益   391,040   392,727   391,040  

中間配当額   －   －   130,720  

中間(当期)未処分
利益 

  1,654,006   2,009,669   2,922,184  
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③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前中間(当期)純
利益 

 2,251,647 2,895,702 4,694,557 

減価償却費  283,310 376,585 623,342 

賞与引当金の増減額
(減少:△) 

 19,385 57,171 44,137 

退職給付引当金の増
減額(減少:△) 

 27,653 32,629 53,561 

役員退職慰労引当金
の増減額(減少:△) 

 15,523 1,865 31,046 

受取利息及び受取配
当金 

 △5,182 △6,228 △10,568 

有価証券売却益  △3,620 － △6,690 

固定資産除却損  14,004 21,494 14,004 

投資有価証券評価損  － － 20,601 

売上債権の増減額
(増加:△) 

 △79,641 △166,199 △249,108 

たな卸資産の増減額
(増加:△) 

 △638,601 △1,890,283 △2,347,791 

その他流動資産増減
額(増加:△) 

 △203,546 △544,174 △409,275 

仕入債務の増減額
(減少:△) 

 2,157,893 3,289,053 2,321,642 

未払金の増減額(減
少:△) 

 132,737 402,327 248,926 

未払費用の増減額
(減少:△) 

 110,149 △6,208 129,458 

未払消費税等の増減
額(減少:△) 

 5,739 △50,322 △9,063 

その他  22,371 △84,371 42,825 

小計  4,109,823 4,329,039 5,191,608 



－  － 
 

 

14

  
前中間会計期間 

（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受
取額 

 6,542 5,915 12,486 

法人税等の支払額  △1,073,717 △1,234,241 △1,970,600 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 3,042,647 3,100,713 3,233,494 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定額預金及び定期積
金の預入れによる支
出 

 △300,604 △164,700 △582,404 

定額預金及び定期積
金の払戻による収入 

 1,372,334 177,600 1,924,714 

有価証券の取得によ
る支出 

 △100,000 － △100,000 

有価証券の売却によ
る収入 

 303,620 － 406,705 

有形固定資産の取得
による支出 

 △576,714 △1,434,424 △1,687,445 

無形固定資産の取得
による支出 

 △31,646 △30,785 △44,610 

差入保証金による支
出 

 △267,485 △224,505 △923,759 

差入保証金の返還に
よる収入 

 28,004 36,040 55,887 

その他の投資増減額
(増加:△) 

 △227,739 △103,653 △295,166 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 199,768 △1,744,428 △1,246,077 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

自己株式の取得によ
る支出 

 － － △240 

配当金の支払額  △130,661 △130,544 △261,248 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △130,661 △130,544 △261,488 
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前中間会計期間 

（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額(減少:△) 

 3,111,754 1,225,740 1,725,928 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 8,041,474 9,767,402 8,041,474 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 11,153,228 10,993,143 9,767,402 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

① 商品 

売価還元法による原価法 

(2）たな卸資産 

① 商品 

同左 

(2）たな卸資産 

① 商品 

同左 

 ② 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

② 貯蔵品 

同左 

② 貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法） 

 主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物     ８～34年 

その他 

構築物   10～20年 

器具備品  ３～８年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支給に充てるため、将来の

支給見込額のうち当中間会計

期間の負担額を計上しており

ます。 

(1）賞与引当金 

同左 

(1）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支給に充てるため、将来の

支給見込額のうち当期の負担

額を計上しております。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。 

(2）退職給付引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により

費用処理しております。 

 また、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法に

よりそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとし

ております。 

 (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引出可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

（中間貸借対照表） 

 前中間期まで、投資その他の資産は、一括して表示

していましたが、当中間期末において「差入保証金」

は資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記しまし

た。 

 なお、前中間期末の「差入保証金」の金額は

1,108,316千円であります。 

                 

 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

                   中間財務諸表等規則改正により、当中間会計期間にお

ける中間貸借対照表の資本の部については、改正後の中

間財務諸表等規則により作成しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成14年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成15年８月31日） 

前事業年度末 
（平成15年２月28日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

1,716,407千円 2,320,497千円 2,010,063千円 

※２．消費税等の取り扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２．消費税等の取り扱い 

同左 

※２． 

            

 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 
 
受取利息 4,950千円 

広告宣伝用器具
受贈益 

53,621 

受取手数料 110,000 
  

 
受取利息 6,126千円 

広告宣伝用器具
受贈益 

118,269 

受取手数料 149,283 
  

 
受取利息 10,311千円 

広告宣伝用器具
受贈益 

149,441 

受取手数料 229,886 
  

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 
 
障害者雇用納付
金 

6,600千円

  

 
障害者雇用納付
金 

8,000千円

  

 
障害者雇用納付
金 

6,600千円

  
※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの 
 
固定資産除却損 14,004千円 

  

 
固定資産除却損 21,494千円 

 

 
固定資産除却損 14,004千円 

投資有価証券評価損 20,601千円 

店舗賃借解約損 17,530千円 
  

 ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額 
 
有形固定資産 239,882千円 

無形固定資産 36,684千円 
  

 
有形固定資産 326,825千円 

無形固定資産 40,204千円 
  

 
有形固定資産 533,538千円 

無形固定資産 76,180千円 
  

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

平成14年８月31日現在 平成15年８月31日現在 平成15年２月28日現在 
 
現金及び預金勘定 11,756,809千円 

預入期間が３ケ月
を超える定期預金
及び定期積金 

△603,580 

現金及び現金同等
物 

11,153,228 

  

 
現金及び預金勘定 11,313,243千円 

預入期間が３ケ月
を超える定期預金
及び定期積金 

△320,100 

現金及び現金同等
物 

10,993,143 

  

 
現金及び預金勘定 10,100,402千円 

預入期間が３ケ月
を超える定期預金
及び定期積金 

△333,000 

現金及び現金同等
物 

9,767,402 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

建物 114,995 19,509 95,486 

その他 
(器具備
品) 

1,427,217 541,973 885,243 

無形固定
資産(ソ
フトウェ
ア) 

164,554 78,740 85,814 

合計 1,706,767 640,222 1,066,544 

  

 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

建物 119,759 25,722 94,037 

その他 
(器具備
品) 

2,058,648 728,980 1,329,668 

無形固定
資産(ソ
フトウェ
ア) 

150,586 92,915 57,671 

合計 2,328,994 847,618 1,481,376 

  

 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

建物 114,995 22,384 92,611 

その他 
(器具備
品) 

1,700,113 604,086 1,096,026 

無形固定
資産(ソ
フトウェ
ア) 

152,752 81,859 70,892 

合計 1,967,860 708,330 1,259,530 

  
(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 291,580千円 

１年超 809,605 

合計 1,101,185 
  

 
１年内 435,205千円 

１年超 1,087,346 

合計 1,522,552 
  

 
１年内 345,217千円 

１年超 951,553 

合計 1,296,770 
  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 
 
支払リース料 167,754千円 

減価償却費相当額 150,235 

支払利息相当額 21,416 
  

 
支払リース料 233,377千円 

減価償却費相当額 215,242 

支払利息相当額 22,743 
  

 
支払リース料 349,461千円 

減価償却費相当額 314,325 

支払利息相当額 42,677 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティングリース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティングリース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティングリース取引 

未経過リース料 
 

１年内 633,005千円 

１年超 6,616,415 

合計 7,249,420 
  

 
１年内 831,968千円 

１年超 8,271,058 

合計 9,103,026 
  

 
１年内 839,709千円 

１年超 8,087,123 

合計 8,926,833 
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（有価証券関係） 

前中間会計期間末  （平成14年８月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 12,727 12,160 △566 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 143,189 134,383 △8,805 

合計 155,916 146,544 △9,372 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 70,070 

 （注） 減損処理にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、中間会計期末における時価が取得原

価の50％以下に下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、過去２年間の

時価の推移を勘案して、減損処理を行っております。 

 

当中間会計期間末  （平成15年８月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 8,363 11,784 3,421 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 26,935 33,201 6,265 

合計 35,299 44,985 9,686 
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２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 70,070 

 （注） 減損処理にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、中間会計期末における時価が取得原

価の50％以下に下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、過去２年間の時

価の推移を勘案して、減損処理を行っております。 

 

前事業年度末  （平成15年２月28日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 8,363 9,934 1,571 

(2)債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 26,935 26,935 － 

合計 35,299 36,870 1,571 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 70,070 

 （注） 当事業年度において、投資有価証券について20,601千円(その他有価証券で時価のある株式)減損処理を行

なっております。 

 減損処理にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、期末における時価が取得原価の50％

以下に下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、過去２年間の時価の推移

を勘案して、減損処理を行っております。 

 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（自 平成14年３月１日 至 平成14年８月31日） 

 当社は、デリバティブ取引をまったく利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

当中間会計期間末（自 平成15年３月１日 至 平成15年８月31日） 

 当社は、デリバティブ取引をまったく利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

前事業年度（自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日） 

 当社は、デリバティブ取引をまったく利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

 
１株当たり純資産額 1,186円66銭

１株当たり中間純利益 96円62銭
  

 
１株当たり純資産額 1,398円21銭

１株当たり中間純利益 123円70銭
  

 
１株当たり純資産額 1,284円15銭

１株当たり当期純利益 203円63銭
  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため記

載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

（追加情報） 

 当中間会計期間から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を

前中間会計期間及び前事業年度に適

用して算定した場合の１株当たり情

報については、それぞれ以下のとお

りとなります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純

資産額 

1,186円66銭 

１株当たり中

間純利益金額 

96円62銭 

１株当たり純

資産額 

1,284円15銭 

１株当たり当

期純利益金額 

203円63銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間(当期）純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため記

載しておりません。 

また、1株当たり情報の計算につい

ては、自己株式数を控除して算出し

ております。 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

中間（当期）純利益（千円） － 1,616,942 － 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

－ 1,616,942 － 

期中平均株式数（株） － 13,071,954 － 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

 平成14年９月１日付で退職金制度

を変更しております。この変更によ

り退職給付会計における過去勤務債

務が△34,309千円発生しておりま

す。なお、当該過去勤務債務につき

ましては、発生年度より５年間均等

償却いたします。 

                          

 

(2）【その他】 

 平成15年９月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関して、次のとおり決議いたしました。 

 （イ）中間配当による配当金の総額 130,719千円 

 （ロ）１株当たりの金額 10円00銭 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成15年10月29日 
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